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効率性㊥確実性⑱アメニティーある

　　　　地域空間構成を求めて

渡部與四郎＊

　1．緒　　論

　第2次世界大戦後，わが国の場合，先ずr資源開発方式」により，飢えと寒さから脱却しヨ次に，

r利用高度化方式」により所得の増大を栗たし，そして，r社会開発方式」により生活の質（quality

of　life）を向上させようと努力中である。

　この過程は，発展途上国，中進国，先進国の有している努力の歩みを，わが国は約40年という短

年月で経験して来たことを意味する。その問にあって，地域空問構成はよりよいものに向けて変貌

して来たが，その変容への起動力となったものを歴史的に考察する要がある。

　第1に，資源開発方式の直接牽引力となったものは，水，土地，そして流通である。すなわち，

水は多目的ダムの建設により，土地は土地改良，干拓，草地改良等により，そして，流通は港湾ヨ

高速道路雪空港等の建設とコールド1チェーン（cold　chain）方式等の採用により，より価値ある

ものに高められ，充足されたのである。

　第2に，利用高度化方式の舞台に登場したものは，工業（臨海，内陸），エネルギー，交通，情報，

土地，水，労働力等，多岐なる分野にわたる。すなわちヨエ業は資源型では臨海工業地として，港

湾を有する大埋立地，都市型（金属加工，雑貨型）では内陸工場地として，流通業務地を関連付け

た土地利用の展開を求める。そして，最近の先端技術産業では，優れた情報を生み出す研究開発部

門ヨ世界市場との短絡を図る空港等との関係が重視されている。このように，地域の高度，安定成

長の雇用源として，本方式は貢献するわけであるが，一方，住宅，公害等の諸問題をひき起こす結

果となり，日常生活圏にわたる合理的土地利用，環境対策が求められることとなったのである。

　第3に，社会開発方式に関係深いものとしては，高次都市機能，コミュニティー活動等の充実を

含む総合的環境づくりであり，ハード面よりソフト面の充足が求められている。この高次都市機能

は，文化，医療，教育等にわたり，人問の生涯を豊かに過ごせることに寄与するものであるが，そ

の運営主体は多岐にわたる。つまり，ソフト面重視の傾向は地域住民の自助努力を主眼とする・もの

であり，住民各々のもつr生き甲斐感」への参加害結集，そして努力が求められ，その結果，社会

が開発，更新されてゆくものと考えられている。

　以上の歴史的なわが国の歩みを裏付ける立地論的な考察を，第ユ次産業におけるチューネン（J．

＊　社会工学系
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H，Von　Thiinen）のr孤立国」の理論簑第2次産業におけるウェーバー（A．Weber）のr工業立地

論」，そして、第3次産業を含む社会における奥井復太郎の「奥井ダイヤグラム（OKU工D工AGRAM）

等から，若干行うこととする。

　すなわち害「孤立国」の理論（王827）は市場である都市の周りには，生鮮疎菜ゾーンが近郊的に

存在し，遠郊的には穀物ゾーンがとりまき，そして森林狩猟ゾーンに至る，一種の同心円的なもの

が成立することである。これは，これらゾーンと中心的都巾との距離関係ヨ農産物等の本来有する

付加価値形成度によって説明できるものであり，交通路の建設により，これらゾーンの分布形が変

動する。（図一1　都市と農業ゾーンとの関係図参照）

　凡　例
A：畜　産　圏　　㊧：領域を所有する

B：三圃式農業圏　　　小都市

C：穀草式農業圏　〃：河　川

D：輪栽式農業圏

E，F：自由式林業圏

図一ユ　都市と農業ゾーンとの関係図

　次に，r工業立地論」（王909）は、製造工業の立地条件である土地，水。交通ヨエネルギー等の確

保のうち，特に里市場と原材料地とを往来する輸送コストの低減を基調として，工業立地について，

各種輸送コストを最小ならしむる所に，工場が立地することが最適であると論じている。また，輸

送費の極小点，同等高線，集積について数理を用いて，その立地性向を解析している。（図一2工

業立地モデル図参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（臨海性工場一日本）
　　　　　　　　　　　　　（一般型）

　　　　　　　　　　　　　　い

　　　　　　　　　　　　　　　製

　　　、べ

ψ一ゆ
図一2　工業立地モデル図

　さらに，奥井ダイヤグラム（ユ956）は，理想都市として「美曲利1健」という3公準を示しなが

ら，社会は実態として組織体として現われヨ自然，人間埋社会の3柱の他に，社会のもつ装備が問

題であることに言及している。とくに，交通機関の意義にふれ，それが組織化の外延に寄与し，空

問的価値関係を樹立することラダイヤグラムの中で，全…体としての都巾，都市の主体性を総体と

して把握し，それを理想に近づけるにはヨ四つの決定過程，すなわちヨ社会的，人間的、自然的，
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そして，経済的な面から収敷させることが求められる等にわたって論述している。（図一30KUI

DIAGRAM参照）
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図一3　0KUI　DIAGRAM

　これらの計画方式，立地論等を地域空間構成として結実させるのがヨパターン（pa廿em）のあり

方であり，各種の観点から，そのパターン論を展開したいと考える。

・先ず，市場原理からは放射1環状型であり，各種人問活動の確実性を保持画向上させるには環状曲

ラダー（梯子）型がすく“れ，更に，大都市地域のポテンシャルを地方に移行させ害都市システムと

しての強さと分担関係を明確にさせるのは複眼1クラスター（房状）型が望ましいと考える。

　これらのパターンを証明するため，業務立地と業務交通体系との関係，業務核都市育成と環状1

複合交通体系との関連，先端技術1房状都市システム（テクノ1クラスター）の形成と軸状開発方

式のあり方等を，順を追って論述してみたい。

　2．業務立地と業務交通体系

　2－1　はじめに

　業務活動は都市の成長発展を促す原動力であり，重要な核と骨格を形成させるものと考えられて

いる。この毎日，繰り返えされる活動は業務交通の動きにつながり，逆に，業務交通の円滑化は，

都市活動に重大な影響を与えるものと考えられる。

　しかし，この業務交通には未知の分野が残されておりヨ通勤交通等に比べ，単純ではなく不明な

点が残されている。これに関し，近来実施されているr人に関する起終点交通（Person　trip）調査」

はヨこの業務交通の特質を解明する有力な鍵を提供する資料となっている。

　これらの調査から，解析を重ね，業務交通の特性，業務関連交通体系の現状，業務活動と業務交

通との関係，業務交通に必須な基本的要因（アクセシビリティーヨ確実性等）ヨ東京50km圏にお

ける業務活動に関するアクセシビリティー等の実証的検討ヨ各種都市モデルによるアクセシビリ
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ティー，確実性の算定，解析を経て，大都市地域における業務立地と業務交通体系に関する基本的

方向を展望しているのが，本論の大要である。

　すなわち、業務交通を解明するため，アクセシビリティーと確実性という因子を導入しヨ都市を

構成する交通施設網と業務活動を司る核との整合性を考究し，多核都市構成と環状系交通路線との

組合せパターンがヨ大都市地域において有効な構成であること等を解明しているのが，本論の特徴

となろう。

　2－2　パーソン画トリップ（炉欄棚滅鯉）調査からみた業務交通の特性

　この特性を東京都市群パーソン1トリップ調査（昭和43年）等から種々解析し，他の都市交通と

の対比を行なうと，次の様になる。

　第ユにヨ業務交通の動きは，昼問の都市交通の大宗を占め雪都市業務地域の存在が業務交通の発

生里集中等に強い影響を有すること，および業務交通には特定時間への集中性はなく里ユO時～ユ6時

の時問帯で一様な利用度合を有していることが判る。

　第2に雪業務交通の起終点交通流を地域別，目的別にみると，他の目的交通よりも求心性がある

ことが明らかである。

　第3に，業務交通な次々と連鎖的トリップを起こし，約束事を的確に果たす業務活動に寄与して

いる。

　第4に里産業構造のうち，第3次産業とは業務交通は明確な比例関係を見せる。

　第5に王交通手段としては，自動車を最も選好し，都市鉄道の利用度は，その頻発性に即応する

整備度に比例して増加するが，それにも限界があることが見られる。

　2－3　業務関連交通体系の現状

　対象となる都市内一般道路ま都市高速道路，駐車場ヨ都市鉄道について壬その網構成，整備度等

を検討する。すなわち，都市内一般道路を東京23区でみると，放射1環状型の網構成で，その道路

面積率はヱ2％である。放射路線は環状路線より若干整備度がたかく，交通渋滞は都心外側で起こっ

ている。

　都市高速道路を首都高速道路でみると，1環状，8放射路線から成るパターンを有し，地方ブロッ

クからの交通を直結的に受けとめている。その利用は業務交通が80％を占め，かつヨトリップ長が

大で，平均29．8kmである。

　駐車場は都心に集中し，付置義務型が主体であるが，その数量は地方都市に比べ相対的に低い。

その駐車目的は60％以上業務用で，乗用車が大部分を占める。

　都市鉄道の網構成はターナー方式を基調として居り，都心部の幹線道路網には地下鉄が配置され，

駅勢圏の重合関係も見られる処がある。その整備については，結節点的な駅に問題を残して居り雪

その計画性の欠如は追加工事によるもので，乗換に不便を来たして居る処がある。従って，その業

務利用としては，端末の徒歩トリップに所要時間の大部分をとられる点もありヨ20％以下の利用シ
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エアに止まっている。

　2－4　業務活動と業務交通との関係

　事務所等の業務活動を支える要素として，立地条件と交通条件を重視しつつ，その現状をとりま

く安定性，成長への可能性等を調査，検討する。その対象として，東京都心，新宿副（新）都心，神

奈川県大井町にある都心分散基地（第一生命K．K）を選び、考察する。

　その結果，現都心には，事務所の老朽化，分散的立地による不便さが増大しっつあり，執務スペー

スに限界が見られるが，情報入手等の面での業務活動上に安定性が残っている。

　副都心は計画的な整備のためもあり，執務環境は，会社全体をまとめ，システム的に仕立て上げて

いる面も考えると，良好であるが，情報入手，通勤面も考慮しての広域的業務交通等の整備度に未

だしの点がある。

　都心分散基地での業務活動は，中枢管理，営業を補完するr事務工場的」なデータ1バンク的な

機能を分担している。従って，本社として一本立ちできず，既存東京本社と分担業務を行ない，両

方の重要会議場は時問距離からみた中間地点で行なう等，変則性が見られている。

　2－5　業務交通に必須な基本的要因

　業務活動には里広域的な支配力と経済的効率性につながる集積と，相互に多種にわたり活動でき

る交通咀通信密度を円滑に処理しうる業務交通等の諸条件の向上，さらに，これらを支える通勤，

執務条件等がシステム的に作動することが要求される。特に，外部との情報収集ヨ管理作用ヨ双方

で表現される外部へのアクセシビリティーに配慮することが大切である。

　一方、業務交通に必要となる要因は，そのトリップが求める能率性，自由性，確実性から成るも

のと考えられるが，これらの条件はr確実性ある交通条件下のアクセシビリティーにより基本的

に判断するのが妥当と考えられる。このアクセシビリティーについて，これら要因につながる交通

網，集積につながる業務分布を因子として，次式（ユ）により表わすこととする。

　　　　…（1）一Σ、汁（ここに・1－1を含む）　　（1）

　　　　　　　　　　　　P：昼間就業人口

　　　　　　　　　　　　丁：ゾーン間の所要時間

　この式は，ある地域のもつアクセシビリティー値を相対的に把え，全地域における業務分布，交

通網の変化に応ずる比較が可能である。次に，確実性を加味するため，交通混雑，待ち時問等によ

る到着時間のばらつきを確率的に処理し，トリップ時間に正規分布をあてはめる。　この基本型に

モード選択と確実性，交通網，環状リンクと確実性等の関係を理論的に検討し，アクセシビリティー

と確実性との合成式として，次式（2）を考える。
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・…（1）｛万計）α （2）

ここに，・・（・1）一μ（ユ、）

　　　　　　　　　　　　　1一一一
　　　　　　　　　　　　　　　μ

　　　μ：平均到達時問

　　　σ2：業務トリップ時間の分散

　　　σ：業務トリップ時問の標準偏差

　2－6　東京50km圏における業務活動のアクセシピリティー等

　このアクセシビリティーの東京50km圏における分布王その業務活動への関係を究明し里アクセ

シビリティーのもつ計画全般に対する評価要素とレての可能性を究明する。

　算定条件として，基本式により，ゾーン間の業務トリップ所要時間を道路，鉄道毎に混雑度を加

味しながら求める。その際，ゾーン内部雪東京圏外との関係を検討し，各種条件を組み合わせた23

種のアクセシビリティー値を求める。

　算定方法として，ゾーン設定から交通機関毎によるゾーン間所要時間の算定を経て，時問距離の

抵抗指数の算定を行ないヨ確実性を考えたアクセシビリティー値を算出する。

　算定結果をみるに，各式によるアクセシビリティーの絶対値は変化するがヨゾーン間の相対的関

係にはあまり変化がないこと，その分布型は都心を除き，類似のパターンであること，確実性を考

えた場合は，都心周辺の交通混雑により，その値の低下がみられること等がわかる。アクセシビリ

ティーの分布等をみるに，交通混雑を考えない場合サー点集中的な分布を志向するのに反し，混雑

を考えると分散傾向の分布を示す。また，都心からの時間距離との相関度は高いが，この原因には

就業人口，交通網が反映しているためと考えられる。しかし，交通混雑がある場合，この相関性は

見られず，都心部のアクセシビリティーは相対的に低下し，23区の中問，周縁にかけた環状地帯と，

湾岸地帯に相対的にアクセシビリティーが高いか，高くなる傾向が見られる。

　次に，アクセシビリティーが高くなると，第3次産業人口等は指数的に増大する。昼間人口分布

が一定で，道路網等を追加すれば，アクセシビリティーは増すが，逆に，交通網を一定にして，昼

間就業人口を増すとヨアクセシビリティーは低下する。

　つまり，ある定まった交通ネットワークにおいて，アクセシビリティーが最大となる昼間就業人

口規模が存在することが十分予測されるわけである。

　2－7　都市モデルによるアクセシビリティー等の算定と分析

　以上の考え方，東京圏への適用上の諸問題をふまえ，将来への本課題の展開に，客観性をもって

役立てうるかを見極めることが必要と考える。そのため，各種都市モデル（一点中心型，副都心型，

線形型菅分散型里多核都心型）を設定しヨアクセシビリティーの向上，安定化，未来への弾力性を
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有するよう，業務立地と業務交通体系との組合せにっいて、算定，解析作業を行なうこととする。

　モデルとして，上記都市モデル5型ヨ交通ネットワーク7型（図一4　交通ネットワーク参照）

とを組み合せ，算定式は（1），（2）式を用い，アクセシビリテイー，確実性を考えたアクセシビリ

ティー，ポテンシャル（ゾーン別指標であるアクセシビリティーを全ゾーンについて合計した値）田

総走行距離，総走行時問を算定する。
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図一4　交通ネットワーク

　これらの分析から，都市の成長と共に，一点中心型と放射型交通体系との組み合せから，次第に

多核都心パターンと環状型重視の交通体系に円滑に移行させることが，都市全体としてヨ弾カ性あ

るアクセシビリティーを保つために必要なことと考えられること，（図一5　都市内ゾーンのアクセ

シビリティーの変動，図一6　アクセシビリティーと確実性を考慮したアクセシビリティーの関係

図参照），また，昼間就業人口の量，その分布もアクセシビリティー増減に重大な影響を与えるこ

と等が解明されるのである。

　2－8　業務立地と業務交通体系への展望

　大都市地域における望ましい業務交通にとって，業務量の規模とその分布，都市構成パターン，

交通網（高速道路を含む総合交通体系）の3大要素が，相互に整合性ある因果関係をもつことが大

切であることが判明される。すなわち，東京圏的な超大都市における業務交通の円滑化にはヨ都心

部をはじめとする業務人口を現在量より減少させ，多核都心としての都市構成とすること，交通体

系は現都心周辺部の環状路線を含め，環状重視型の総合交通体系となるよう計画的再編成をはかる
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　　　　　　確実性を考慮しない場合のアクセシビリティー

都心中心ゾーン（M）n、畷状ゾーン（H咀L州ぺ）I皿．周辺ゾーン（パレU画Y）

確
実
性
を
考
慮
し
た
場
合
の
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
ー
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こと等が望まれる施策大綱となる。

　3．業務核都市育成と環状田複合交通体系

　3－1　はじめに

　1．緒論で述べたように，資源開発里利用高度化ヨ社会開発へと，国土の更新への途が拓かれて来

た。しかし里この流れの中で罫未だに解決されない分野，すなわち里「大都市問題と住宅問題」が残さ

れている。

　つまり，大都市は依然として過密であり，有限なる資源の下，もっと善導されるべきであり里住

宅も「兎小屋」的で，先進国としては恥かしい規模と質に甘んじている。

　その原因は何であろうか。大都市は国際的にも全国的にもすぐれた立地条件を有し，中枢管理機

能の集積化とも相侯って，その機能は強大で衰えようとしない。その関連もあり，大都市地域内の

土地価格は高騰し，土地は細分化し，r過小宅地」が当然の様になりつっある。さらに，その土地と

上物である住宅取得は，その個人所得の限界から生涯をかけての大仕事となっている。

　これらを解決するには，大都市内の既成市街地をヨ住主導型で再開発することが第1ヨ大都市の

外縁，遠郊部の地価低迷地帯に，総合交通ヨ通信体系の確立に合せた広域多核都市複合体という業

務系を主体とする職場空問を建設することが第2，この2っの途を併立的にすすめることが王全う

な方策と言えよう。とくに，第2の途は，大都市のポテンシャルを活用し，地方中核都市の育成を

可能とする，昼問エネルギー伝播ルートの一環となるもので，その蓋然性は充分あると考えられる。

しかし，それを具現化するには，r主体性を持ちうる誰かが」が主役となるわけであるが，その適格

者が挙手することを促すしかない弱い体制，そして害その問にあって市街化がスプロール化し，そ

の整備が後手後手になりつっある現状から、抜本的，段階的，そして着実なる整備方式が待たれる

のである。

　3－2　国土と交通に関する基本的理念

（1）確実なるアクセシビリティーの確立

　現在は不確実性ある社会でありヨ未来への見透しは不透明ではあるが，その予測は与件との組み

合せで短時問で行えるようになって来た。

　さて，大都市は各種情報の集積地としてヨ世界，全国各地からのアクセシビリティーを有してい

る。この大都市とは都心をさすのだろうか。

　交通面から，都心をみると，都市高速道路でみるように，低速，遅速状態が日常茶飯事であり，

正常ではない。つまりヨ現都心環状ルートを補強する型で雪新環状線ができ，各地との交流が可能

になれば，現都心にまさるアクセシビリティーを確実にもてるようになる。すなわち，人為的に，

現都心のもつ諸機能に劣らない条件の新都心空間をつくり出すことができるのである。

　その条件としてはヨ現都心以上の確実なるアクセシビリティーを有することが求められる。この

アクセシビリティーは各種の交通里通信手段で達成され，その成立は永年の経営努力と大都市のも
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つ総合力に依存する。また，その問にあって，改善型ではあるが，行政指導というムチとアメが，

運輸ヨ都市計画面からなされて来たのである。

　さて，都市活動は寸刻も休みなく行われ，都市生活は人問的なリズムの下に，よりアメニティな

るものを求め続けている。これらの需要を可能にするのは号総合面からのシステムの改築であり，

その結晶として総合交通1通信体系が改善される。

　すなわち坦これらを基本的に考えると，各種コミュニケーションを支え，約束事を続々と守らせ

うる魅力ある都市空問をつくるには，何処からでも，約束時問に到達しうるアクセシビリティーの

確実性の保証にあると言える。

（2）海の如き平準性あるアクセシビリティーの樹立

　過密1過疎のない中庸なる状態を支える条件として，何処からでも行き易い条件を同一にするこ

とが大切である。仮りに，国土の全域が平野であり，鉄道，道路ヨ運河等の交通路が平等に格子型

に配置されて居り，（図一7参照）その容量一杯に交通量が流動しているならば，何処に，企業が

立地しようが，同等の受益をうけることは明白である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一7（2）ドイッ国土内の交通は海洋の如く
図’7（！）集中排除のための鉄道・航路・　　　　　　　どこからどこへでも自由に行ける

　　　　　道路の三権分立計画　　　　　　　　　　　ようにする

　かってのドイツの国土計画として，このパターンを採用し，大都市の産業を小都市に誘致立地さ

せる計画をたてている。すなわち，二一デルザクセン州がそれであり，東にベルリン，西にルール

石炭産業地域を有し，アウトバーンを軸に，鉄道，運河を平等に配置し，個性ある小都市群の建設

を房状に田園地帯に計画している。

　それは，全国土を平等の，平準性をもつアクセシビリティーを有するレベルの交通，通信体系に

もち込むことができるならば，総合的環境も平準性をもって生成されることになることを示唆する。

換言すれば，「海の如き平準さ」をもつサービス水準でヨ国土がおおえるならば，その利用，保全面

で癌とか，しこりが生じない国土利用が行いうる筈である。

　3－3　方　途

　現在，ユ世帯ユ自動車という普及レベルを超え，車のもつ利便性と裏腹にある公害惹起性を同程

度にもたらし始めている。従ってヨr加害者であると同時に，被害者である」との社会認識をもつこ
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とヨそして，車社会の功罪をみつめ，その今後のあり方を提示する要がある。

　次に，核都市の地元住民意識の改革をすすめる必要がある。とくに，核をつくる受皿となる地域住

民は，従来の風土順応型から脱却し，国際的な新しい流れを受けとめ，積極的な対応が求められる。

　更に，核都市を育てるには，大都市のもつ業務機能立地に匹敵する条件整備が必要となり，抜本

的に交通，通信体系を変容，整備する要がある。とくに，その主体となるべき人ヨ交通システムの

建設，運営者と共に，地域住民が一致団結、行動することが要請される。

　以上の観点から，車社会のあり方，広域にわたる環状曲複合交通体系の整備方式等を論及するこ

ととする。

（1）車社会の今後とその改善方向

　車社会は先進国。発展途上国を問わずヨ種々波紋を投げかけている。

　先進国アメリカのダラス市は雪ケネディ大統領が暗殺された都市であるが，荒涼たる都心景観を

有している。飲食店も郊外路線沿いにありヨ都心業務地は，その昼間活動のため広大な駐車場とぽ

つんぽつんとたつ超高層業務ビルという歩行者不在的都市構成を有する。

　発展途上国であるフィリッピンの諸都市における市民の足にジープニィーといった個人営業乗合

自動車が大いに寄与している。都市交通として公営バス王乗用車も使われているが，大衆的乗物は，

やはりジープニィーである。これは都心部では補助幹線道路，郊外部では主要道路での公共的交通

の役割も果している。

　わが国でも，人，物の流れに対して自動車の働きは大なるものがある。さらに，輸送業者は，そ

の効率性を追い求めて，トラック大型化を主張し，主要道路沿線住宅地ではトラックの過積みもあ

り里その騒音，振動等に夜問の安眠も妨げられヨ人間性と沿道環境とのあり方が問題となっている。

　車は人間の足の代りに，広汎な働きをしてくれる貴重なものである。また，業務交通は主として

車によって支えられ，約束事がface　to　faceで果され，往復の途中では一種のr重役室」代りとも

なる便利なものである。

　しかし，車は人問に交通安全と環境保全の重要さを忘れさせる便利な魔物でもある。すなわち，

人間が心を通い合いたい時の飲酒は御法度であり，生命を脅かす凶器ともなりうる危険性を有す。

乗車している時，人はその快適性に，沿道が寝たきり老人が居る住居地であることを忘却して了う

ことも起りうる。

　また，車は地域社会の近代化に欠くことができない効用を有し，その道路は先達性，多目的性を

有する基盤でもある。我々は、その長所守短所をわきまえて争地域の求める多様なるサービスと、

地域住民全体の生活のリズムを守ることに配慮する要がある。

　従って，車ばかりでなく，それらの多様なるサービスに対応してくれ，人問性にも即応してくれ

るr総合的交通体系」を創り，地域の今日から明日をめざす運営をすることが求められるのである。

（2）広域にわたる環状系，複合交通体系のすすめ方

　大都市と核都市，そして地方都市とを結ぶ交通体系は，確実性をもって大都市から核都市へ発展

ポテンシャルを伝え，さらに地方都市へその新しい波を伝える事が可能である。その目標としては，
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国土の可住地全域に平準性あるアクセシビリティーを与えヨその整序に役立つものでなければなら

ない。

　この目標に確実に接近させるには，大都市から核都市群に伸びる「梯子型」の交通体系を設定す

ることが第ユ里次に，各核都市問をっなぎ，大都市と対抗しうる力を培うには，r環状型」の交通

体系を設定することが第2の要件となろう。さらにヨこれらの交通体系は終日，誰でも利用できる

複合交通手段が設置されることが大切となる。その際ヨ既存の道路ヨ鉄道，空港網との関係から，

この新しい交通体系とは綾模様で結び里r確実性」をいやますよう努めることが肝要となる。

　これら核都市は大都市のもつ中枢機能を分都的に受けとめると共に，自己圏域との連繋を深め，

自立都市としての形成をはかる要がある。このため，関連地方部から大都市へ直結する放射型交通

体系よりも，地方部より核都市へ切線的に接続してから，核都市と大都市を結ぶ，いわゆる切線型

交通体系も検討に価いしよう。

　問題は，道路だけでなく，複合交通として新交通システム等を含む交通体系の建設，運営に関す

る採算性の検討である。従来，この建設に当って，その財源は補助金と料金に見合う借入金によっ

ているが、核都市地域内の産業，人口の定着には長時間を要するもののヨ地価上昇も期待できるの

で，r開発分担金」を出資金として導入することも可能と考える。

　最後に里第3セクター等の整備推進組織ができるよう，そのリーダーの出現が待たれるのである。

その一つの解決策として，地元意織の改革の結果，生れた関係土地権利者等が第3セクターに加わ

り，組合土地区画整理事業を起工し，各々の受益を相乗的にたかめるる方式が考えられるのである。

　4．先端技術倒房状都市システム（独曲蝸c且鵬敏）の形成と軸状開発方式のあり方

　硲一　　定住構想と都市システム形成

　現行の第3次全国総合開発計画は王総合的環境をめざしての定住圏を全国各地域に植え付けよう

としている。この植えつけ方は里個性と活性化をめざすもので，地元地域の自助努力によるものを

期待している。

　一方ヨ国土全体の産業構造としては，第3次産業を主体とし，サービス，情報産業に特化しつつ

あり包第2次産業も構造的に先端技術化、高付加価産業をめざしている。この様な産業を受け入れ

る地域構造は，閉鎖的ではなく，開かれた型を志向せざるをえないことを意味するものである。つ

まり里地方都市にとっては，大都市地域のもつ各種情報の発生集中ポテンシャルとの接触との確実

性を求めざるを得ないことにつながるものである。

　以上の両者の意図を着実に達成するためには，孤立的な単一都市地域では不充分であり，開かれ

たいくつかの関連都市地域で有機的な結合パターンを有するよう，その全体システムを再構築する

ことが大切と考えられる。このシステム的全体像をソフト計画面を含めて里「都市システム」と呼ぶ

ことが妥当と考える。

　ところで，これら都市システムには，2つの型が考えられる。第1には，母都市となる大都市か

ら発してヨ地方中核都市へ伝播菅到達しうるr放射型の帯状都市システム」である。第2には，大
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都市圏内の業務核都市相互を連帯化させるもの，地方中核都市相互を結合させるもの，さらに，大都

市地域と地方都市との中問的位置を占める圏域内での週末圏中心都市相互を結ぶもの，換言すれば，

自立化を強化しうるr環状型の帯状都市システム」である。

　これらの両者が結合し壬機能分担しうる都市システムが，明日の底流に即応しうる活力あるポテ

ンシャルを伝播しうる志向と，生涯にわたる定住志向とを満足させるものと考えられる。その第一

歩として，これら両型の合カベクトルを形成しうるr切線型都市システム」が，大都市をはさみ王

その発展方向に次々と核都市を生み出す「梯子（1adder）型」で再編されるパターンが，興味ある都

市システムと考えられる。

　4－2　都市システム構成と総合的交通システム

　これらの都市システムは。一般的に，複数以上の週末圏中心都市である3次産業特化の母都市を

有し，その中間地帯に住1工を主たる用途とする小都市群を房状に形成させ王全体には房状，線型

都市としてのパターンを志向すると考える。つまり，母都市は高次都市機能と言われる文化，教育，

医療の3機能を有するほか，広域にわたる情報ヨ集合販売機能を有して居り，ここにおいて，都市

住民全てが自己開放感と交友を深めうる接触の場としての効用を発揮させるものである。なお，複

数の母都市は，機能を分担し，個性の創出が求められるものであって，文字通り，父1母都市とし

ての役割を果たし，住民がその二一ズにより選択しうるものである。

　中間地帯の房状1小都市群は，それ自体，田園都市としての良さと職住近接としての利便性とを

併せ有するものを所要する。つまり，広域根幹的，総合的交通路線を幹として，葡萄の様にヨエ業

（研究開発部門も含む）地と住居地（人［12万人程度1中学校区規模）が1セットとして形成してい

るものとなる。従って，全国交通ネットワークとのアクセシビリティーの良い利便性と，豊かな自

然環境と調和した健康的環境，そして里母都市を含めアメニティ（amenity）と個性あるまちが形成

するゆとりある美しさヨすなわち，「利ヨ健ラ美」の三位一体を求めうる都市パターンと考えられる。

（図一8　房状壬線型都市パターン参照）

　ただ，これらの生活，活動をより豊かに、ホモ1モーベンス的に享受させるには，自家用車によ

るサービスのみでなく，総合交通体系と言うべき複合した交通手段で，定時，頻発性をもち，不特

定多数で，老若男女の住民も利用しうる交通システムが肝要となる。その際，この総合的交通シス

テムを成立させる採算性が問題となるが，この両端地域に父田母都市を有する都市システムが必然

的に斎らす平準化した輸送需要ヨつまり，通勤トリップを主体としない司片荷輸送需要とならない

交通発生源を計画的に造り，コントロールしうるならば，その弾力的対応は容易と考えられる。

　これからは，老齢化が確実に進む時代であり，父曲母都市において住民が人間性を享受させるに

は，この公共的，総合的交通システムの建設と共にヨ駐車場整備をその誘導路と組み合せ的に行う

こと、人害車との歩行，走行流線が交錯しないようにすること等の都市更新を行うことにより，軌

道を併せもつ複合交通システム実現への世論は大となり，その可能性への途は確保しうると考える。
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図一8　房状画線型都市パターン

　4－3　これを成立させる軸状開発方式

　房状1線型都市システム，総合的画複合交通システムの両システムは，沿線地帯を新開発，父1

母都市は再開発的事業（交通セル方式を含む）と規制誘導によって建設里管理されることになる。

なお，この間にあって里この地帯は活動的な人間集団によって，住みかえも行われ，新画旧住民の

交錯をうまく調整することもすすめられることである。

　このことは，沿線地帯では先住的な第1次産業従事者が、先端技術的な都市産業の導入により，

土地生産性，1人当り生産性をあげながらも壬次第に兼業化の途をすすむことが予測される。その

際，核家族化の傾向からみて，在宅通勤を望むこと，そして都市的産業への土地提供としても，平

地林とか地味の悪い農地を選択的に対象物として考えること雪さらにヨ将来の生活設計を考え，土

地を売るのではなく王その地益権を享受し，資産を残しうる土地信託制度等の新しい開発方式を望

むことも考えられるのである。

　また王父1母都市においては，従来、微温湯に浸って来た地元企業の体質を争都市構成の変革と

共に，更新する需要がでてくる。すなわち，市場原理からも新しい企業が立地する可能性が大とな

り，沿線地帯の先端技術産業から情報，レクリエーション等にわたる要望もあり，単能都市から複

合機能，高次都市機能を果しうる都市再開発的な諸事業ヨ規制誘導が期待されるのである。

　この結果ヨこの交通システムと都市システムの両者の間は，r鶏と卵」と言った因果律が成立つ

こととなる。この因果律を循環的に好影響を授受する仕組みにするため，広域的交通路線だけを構

築するのではなく里この路線交通を活用し，命綱となる新しい人口、産業を定着させうる新整序

方式の適用が待たれるのである。

　この新整序方式の代表格として，r軸状開発方式」が存在する。すなわち苛交通施設用地と，工業，
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住宅，農耕地等との問で，地元民のもつ将来への意向をふまえた，土地の交換分合が行われ，開発

と保全，防災，地下水酒養，情報通信，そして確実な交通システムの確保等にわたり，土地利用の

高度化に資する合理的な，魅力的な整序パターンが，土地所有者等との合意の下ですすめられる方

式であり，特に，当該地域に縁を有する者が参加して，総合的環境をつくり上げられる方式でもあ

るわけである。

　4－4

　このテーマに合致する処は，全国的に多数存在すると考えられる。特に，首都圏，中部圏等の核

都市等に関係する環状型，切線型の広域的交通体系において，これらのシステムの適用が考えられ

るのである。

　しかし，この様な都市システム等を構成し，熟成化させるには相当な年月と努力が必要である。

つまり，本来的には，新しい波を予知しうる可能性をもつ後続的新住民達と，土地提供者となる先

住的な人々が，整序への手を組み合うセンターづくりが，先ず肝要となる。従来，公共団体と企業

との結合組識として第3セクターが存在し、それなりに活用されているが，その整序に当り，地域

住民との結び付きに課題を残している。

　これからはじまる軸状開発方式による複合交通システムづくりには，これら地域住民の参加（土

地出資，信託，組合土地区画整理事業等を含む）による第4セクターに，相当の建設権限と管理，

運営に対する責任を附与する新方式を打出すべき時期が迫っていると思料する。

　　　　　　　　　　　　　　参　　　　考　　　　文　　　　献

渡部與匹1郎：1975，業務交通体系論，技報堂，1－289．

渡部與四郎（編著）：1980，21世紀への育都論，技報堂，1－295．

臼本都市計画学会編：1978，都市計画図集，技報堂，A一王～K－2．

渡部與四郎：ユ982，核都市育成と総合交通体系の確立，交通計剛6，5－9．

渡部與四郎：王984，理想都市形成への途，不動産研究26－3，3一ユ3．

建設省計画局。都市局：ユ982，東関東地域軸状開発計画調査報告書．

中沢誠一郎：且982，都市学と総合アセスメント，大明堂．

一89一


